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平成18年度特別教育研究経費概算要求（概要）

地震火山噴火予知計画研究事業（継続４ー２）

P2. 地震予知研究の実施体制

P3. 地震予知に関する建議（科学技術・学術審議会 H15)
P4. 平成16年度の地震予知研究の成果

P5. 増額要求（設備）の概要

P6. 火山噴火予知研究の実施体制

P7. 火山噴火に関する建議（科学技術・学術審議会 H15)
P8. 平成16年度の地震予知研究の成果

P9. 増額要求（設備）の概要

P10. 構造探査の概要
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地震予知のための新たな観測研究計画（第２次）実施の体制

国内外の研究者

•地震予知研究推進センター
•地震地殻変動観測センター
•地震予知情報センター

地震予知研究協議会

北海道大学理学研究科
弘前大学理工学部
秋田大学工学資源学部
東北大学理学研究科
東京大学地震研究所
東京大学理学系研究科
東京工業大学理工学研究科
名古屋大学環境学研究科
京都大学防災研究所
鳥取大学工学部
高知大学理学部
九州大学理学研究院
鹿児島大学理学部

北海道大学理学研究科
弘前大学理工学部
秋田大学工学資源学部
東北大学理学研究科
東京大学地震研究所
東京大学理学系研究科
東京工業大学理工学研究科
名古屋大学環境学研究科
京都大学防災研究所
鳥取大学工学部
高知大学理学部
九州大学理学研究院
鹿児島大学理学部

科学技術・学術審議会
（測地学分科会）

•防災科学技術研究所
•海洋科学技術センター
•通信総合研究所
•産業技術総合研究所
•気象庁
•海上保安庁海洋情報部
•国土地理院（事務局）

共同研究

(1)プレート境界域における歪・応力集中機構の観測研究

地
震
予
知
連
絡
会

地震予知の観測研究計
画立案・策定

計画実施

企画・立案

東京大学地震研究所
（全国共同利用研究所）

総
合
・
基
本
施
策

共同研究・研究会・シンポジウム参加

国立大学

地震調査研究推進本部(H７～)

地震予知研究計画関連機関

情報交換の場

1地震動予測地図の作成

2地震情報の伝達の推進

3観測等の充実

4地震予知のための観測研究の推進

参加

参加

Ｈ11年策定

主な研究例

微小地震

反射法・屈折法地震探査

下部地殻

上部地殻

地殻変動観測
地震観測

地震計

GPS 地震計

通信衛星

(2)内陸地震発生域の不均質構造と歪・応力集中機構の研究

震源断層

第三系

地震研究所

GPS観測

電磁気観測 地震観測 重力観測 海底地震観測

海底電磁気観測

海陸プレート境界

アスペリティ

海洋プレートの沈み込み

歪・傾斜観測

小型送信局

制御震源

計画実施
建議で設置

観測例）新潟県中越地震の地震断層と構造

観測例）十勝沖地震のアスペリティとすべり分布
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地震予知のための新たな観測研究計画(第２次)の推進について（建議）

Ⅰ．「地震予知のための新たな観測研究計画」の成果と今後の展望

Ⅱ．地震予知のための新たな観測研究計画（第２次）策定の方針

Ⅲ．地震予知のための新たな観測研究計画（第２次）の実施内容（平成１６～２０年度）

沈み込み型プレート境界で発生する大地震
に関しては，同一のアスペリティ（固着領
域）が繰り返し破壊することが判明。
内陸での地震発生の準備過程については，
地殻の不均質構造に関する知見が蓄積。
日本列島及びその周辺域の地殻活動予測の
ためのシミュレーションモデル構築の準備。

第１次計画の主な成果

沈み込み境界におけるプレートの結合状態
の時空間変化に関する研究が進み，地震発
生予測に向けて現在の応力蓄積状態を迅速
に把握できる見通しがついた。
今後は，地殻活動の推移を把握し,さらに,
定量的予測へと踏み出す。また，内陸地震
発生の過程解明への努力を続ける。

展 望

(1)地殻活動予測シミュレ－ション
モデルの構築

(2)地殻活動モニタリングシステム
の高度化

(3)地殻活動情報総合データベース
の開発

2. 地殻活動の予測シミュレー
ションとモニタリングのた
めの観測研究の推進

(1)海底諸観測技術の開発と高度化
(2)ボアホールによる地下深部計測

技術の開発と高度化
(3)地下構造と状態変化をモニター

するための技術の開発と高度化
(4)宇宙技術等の利用の高度化

3. 新たな観測・実験技術の開発

(1)日本列島及び周辺域の長期広域
地殻活動

(2)地震発生に至る準備・直前過程
における地殻活動

(3)地震破壊過程と強震動
(4)地震発生の素過程

1. 地震発生に至る地殻活動解明
のための観測研究の推進

4. 計画推進のための体制の整備

(１)計画を一層効果的に推進する体制の
整備(全国共同利用研究所の機能充実
等)

(２)地震調査研究推進本部との役割分担
(３)情報交換等の場としての地震予知連

絡会の充実
(４)人材の養成と確保
(５)火山噴火予知研究等との連携
(６)国際協力の推進
(７)研究成果の社会への効果的伝達

１．地震発生に至る地殻活動を解明するための総合的観測研究
２．地殻活動予測シミュレーションモデルの構築及び地殻活動モニタリングシステムの高度化
３．地殻現象を高精度で検出するための新たな観測・実験技術の開発研究
４．各大学や関係機関が，密接な協力・連携の下に計画全体を組織的に推進する体制の整備

基本的方針

昭和40年～地震予知計画(第1～7次）
阪神･淡路大震災を契機に第7次計画を見直し。
平成11～15年度「地震予知のための新たな観
測研究計画」を実施。
平成14年にレビュー及び外部評価を実施。
現計画（平成16～20年度)を実施中

経 緯

科学技術・学術審議会（測地学分科会）

○決定日
15年7/24 科学技術・学術審議会総会（第11回）

○建議先
文部科学大臣、総務大臣、経済産業大臣、
国土交通大臣

○要望先
財務大臣、科学技術政策担当大臣
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地震予知のための新たな観測研究計画

平成１６年度の主な成果

計算機シミュレーションによる、十勝沖地震域に
おける歪の蓄積（左）と地震時の断層すべりの再
現（右）

地震発生後2秒～50秒までに断層面で起きたすべりの
様子。2003年十勝沖地震をＧＰＳデータを用いて解析。

新潟県中越地震の震源
分布と地下構造との関
係。

断面図（下）から、本震の
断層面が、P波速度が
5kmから6kmに変わる

（緑～空色）面上にある
ことがわかる。

断面図（上）から、最大余
震の断層面は、P波速度
が6kmから6.5kmに変わ

る（空色～青色）面上に
あることがわかる。
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設備）歪・応力集中域総合観測システム

広角反射法探査レコーディングシステム（４０式）

３成分地震計

GPSアンテナ

レコーダ

人口震源からの地震波を稠
密測線上で記録するための
デジタル記録装置

広帯域MT観測装置（台数７式）

GPSアンテナ

磁場（磁力計）電場（電極）

地殻の電磁気学的構造を明らかにするための観測
装置

歪集中帯

東京大学（地震研究所）
設備費：１２０，０００千円

新潟神戸歪み集中帯

跡津川地域の地震観測網計画
（四角は平成１６年度設置）

新潟県中越地震域での地震観測点分布
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北海道大学理学研究科
弘前大学理工学部
東北大学理学研究科
東京大学地震研究所
東京大学理学系研究科
東京工業大学火山流体研究センター
名古屋大学環境学研究科
京都大学理学研究科
京都大学防災研究所
九州大学理学研究院
鹿児島大学理学部

北海道大学理学研究科
弘前大学理工学部
東北大学理学研究科
東京大学地震研究所
東京大学理学系研究科
東京工業大学火山流体研究センター
名古屋大学環境学研究科
京都大学理学研究科
京都大学防災研究所
九州大学理学研究院
鹿児島大学理学部

科学技術・学術審議会
（測地学分科会）

•防災科学技術研究所
•海洋科学技術センター
•通信総合研究所
•産業技術総合研究所
•海上保安庁海洋情報部
•国土地理院
•気象庁（事務局）

共同研究

集中総合観測

火山体構造探査

火
山
噴
火
予
知
連
絡
会

火山噴火予知計画立案・策定

計画実施

国立大学

火山噴火予知研究計画関連機関

火山活動の総合評価
観測体制の連絡・調整
成果・情報の交換 等

参加

参加

東京大学地震研究所
（全国共同利用研究所）

火山噴火予知研究協議会

京都大学防災研究所
火山活動研究センター
（全国共同利用研究所）

計画実施

野外研究拠点

企画・立案

(1)多項目観測による噴火ポテン
シャルの評価手法確立のための
研究

(2)マグマ供給系のイメージン
グと火山噴火機構解明のため
の研究

人工震源

バイブロサイス

電磁気観測
地震計

地震計 GPS観測

ガス観測
航空機ＳＡＲ

ﾌﾟﾛﾄﾝ磁力計

防災及び報道機関・住民

火山情報

火山活動の
評価結果

建議で設置

共同研究・研究会・シンポジウム参加

国内外の研究者

共同研究・研究会・シンポジウム参加

国内外の研究者

1.火山観測研究の強化
(1)火山活動を把握するための観測の強化
(2)実験観測の推進

2.火山噴火予知高度化のための基礎研究の推進
(1)噴火の発生機構の解明
(2)マグマ供給系の構造と時間変化の把握
(3)火山活動の長期予測と噴火ポテンシャルの評価
(4)火山観測･解析技術の開発
(5)国際共同研究･国際協力の推進

3.火山噴火予知体制の整備
(1)火山噴火予知体制の機能強化
(2)火山活動に関する情報の向上と普及
(3)基礎データの蓄積と活用
(4)地震予知観測研究等との連携強化

第７次火山噴火予知計画の実施概要と体制（平成１６～２０年度）

３つの柱

1(2), 2(3,4)

2(1,2), 2(3,4)

浅間山・富士山な
どで実施

有珠山・三宅島噴火予測に活用
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第７次火山噴火予知計画の推進について（建議）

Ⅰ．火山噴火予知計画のこれまでの成果と課題

Ⅱ．第７次火山噴火予知計画策定の方針

Ⅲ．第７次火山噴火予知計画の実施内容（平成１６～２０年度）

有珠山（2000年）では噴火前兆現象の
推移を着実にとらえ、噴火前に住民避
難
また三宅島（2000年）でも噴火前兆お
よび、当初のマグマの移動については
確実に把握。

第６次計画の主な成果

いずれの場合でも、噴火開始後の火山
活動の推移予測については、依然とし
て解決すべき問題が残されており、基
礎研究の推進が不可欠

課 題

(1)火山活動を把握するための
観測の強化

(2)実験観測の推進
・集中総合観測
・火山体構造探査

1. 火山観測研究の強化 3. 火山噴火予知体制の整備

(1)火山噴火予知体制の機能強化
(2)火山活動に関する情報の向上と普及
(3)基礎データの蓄積と活用
(4)人材の養成と確保
(5)地震予知観測研究等との連携強化

１．監視観測や常時観測体制を、火山の活動度や防災の観点から順次強化整備
２．噴火機構の理解や噴火ポテンシャル評価の定量化を図るために、基礎研究を幅広く推進
３．関係機関の連携強化・関連観測データの一層の有効活用

基本的方針

昭和49年～火山噴火予知計画
(第1～6次）

平成14年にレビュー及び
外部評価を実施。

現計画（平成16～20年度)を実施中

経 緯

科学技術・学術審議会（測地学分科会）

○決定日
7/24 科学技術・学術審議会総会（第11回）

○建議先
文部科学大臣、総務大臣、経済産業大臣、
国土交通大臣

○要望先
財務大臣、科学技術政策担当大臣

(1)噴火の発生機構の解明
(2)マグマ供給系の構造と

時間変化の把握
(3)火山活動の長期予測と

噴火ポテンシャルの評価
(4)火山観測・解析技術の開発
(5)国際共同研究・国際協力の推進

2. 火山噴火予知高度化の
ための基礎研究の推進



8

浅間山構造探査（平成17〜18年度）

浅間山集中総合観測（平成17年度）

火山噴火予知研究の最近の成果（富士山，浅間山）

西南西 東北東

浅間山

マグマポケット

マグマポケット

ボーリングにより見つかった山体

富士山の浅部構造（平成15年度構造探査）
山頂下に盛上る高速度岩体は古い火山体の可能性．基盤は東部で浅い

自然地震探査（平成15〜16年度）
低周波地震発生域は低速度でマグマ溜
まりの可能性

○2004年噴火のマグマの通路が地震・GPS観測で浮き彫りに.
○地震・GPS・電磁気・重力などの高密度観測・探査によるマグマ供
給システムの理解が噴火予知の高度化をする上では不可欠．

板状のマグマポケット

長い休止期火山
v.s.

活動中の火山

煙突状の
震源分布
（火道？）
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●火山浅部でのマグマや熱水の移動過程お
よびその実体を，火山体内部の比抵抗分布
と微小重力の変化としてとらえる．

●集中総合観測や火山体構造探査と連
携して，研究対象火山や噴火発生火山
において繰り返し観測や連続観測を行
う．（浅間山など）

設備要求）火山高精度電磁気・重力観測システム
1）火山流体の実体を探る。2）その移動過程を解明する。

３次元的な比抵抗構造の把握
（時間領域電磁気探査システム）

火山流体の移動の把握
（高精度重力連続観測）

可搬型超伝導重力計

受信機

発信器

マグマの移動

熱水の移動

帯水層

地下流体と地下水との反
応による磁化変化

地下流体の移動
に伴う重力変化

マグマ移動および噴火機構の理解

他の観測項目データ
（GPS，地震，火山ガスなど）

（磁場）

伊豆大島で1986年噴火に際して観測された、大地
の電気抵抗の時間変化

電磁場の過渡応答を時間領域で解析する

霧島山の比抵抗構造．北部（左）には、マグマと思わ
れる低比抵抗域(電気を流し易い領域）が、深部から
火口近傍までせり上がっている．浅部には帯水層も
広がる．南部（右）の地下には見られない．

浅間山2004年噴火において、絶対重力計で捉えられた
噴火の兆候。ピークに達して２～３日後に噴火。噴火予知の高度化
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構造探査：マグマの通る道筋や噴火を起こす場所とその時間変化を探る（東京大学地震研究所）

•「人工」震源を用いた浅部構造探査と，長期の「自然」地震観
測を併用した深部構造探査の併用

•マグマなど地下流体の移動把握

•全国共同研究（火山体構造探査・集中総合観測）で使用する
とともに，噴火時の即時観測にも利用

二酸化イオウ（SO2)
噴煙画像化装置

脱ガス機構

噴煙の挙動

SO2放出量の短期変動

SO2濃度分布画像

防災

研究

噴煙監視・警報

リアルタイム画像化

画像配信

噴煙
山体斜面を
流下する噴煙

高密度地震探査システム

長期地震観測システム
長期観測用データ収録装置

高密度探査用
データ収録

火山体構造探査データ例

多項目観測による噴火ポテン
シャル評価（東京大学理学系研究科）

紫外用CCDカメラによるSO2放出量のリアルタ
イム画像化を行い，地震・傾斜・重力変化等と
の比較から，マグマの脱ガス機構を解明．

インターネット回線による画像配信による監
視・防災への応用

測定条件の設定

データの回収と解析


